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人事システムが教員のキャリアに
与える影響に関する事例研究
楊 川
Ⅰ．課題の設定
本稿は公立学校の教員異動、昇任人事制度の運用実態、また女性教員のキャ
リアの両方に着目し、人事システムが教員のキャリアに与える影響を明らかに
し、人事システムの課題を析出することを目的とする。
日本では平成１１年に男女共同参画社会基本法が公布・施行され、「男性も女
性も、意欲に応じて、あらゆる分野で活躍できる社会」が目指されている。ま
た、平成２６年には首相が主導して「輝く女性応援会議」を設置し、社会全体
で女性の活躍を応援する気運を醸成しようとしている。
この一方、女性の政策・方針決定過程への参画や男女ともに働きやすい職場
環境の確保は未だ課題とされ、政府は平成３２年までに指導的地位に女性が占
める割合を３０％としているが、例えば企業の課長職以上に占める女性の割合
は平成２５年に６．６％１に過ぎず、現状ではその達成は厳しい状況にある。
この点、平成２６年文部科学省が発表した学校基本調査では、校長や教頭等
の管理職に占める女性の割合は２３．３％であり、過去最高の数値となった２。こ
れだけを見ると他分野に比し教育分野は先進的であると言える。しかし、校種
別に見ると、幼稚園６８．４％、小学校２０．６％、中学校７．２％、高校７．５％３となっ
ており、幼稚園の管理職の割合によって全体が引き上げられ先進的に見えてい
るというのが実態である。なぜ女性学校管理職の任用が進まないのか、任用を
－１７－
進めるためにいかにすべきか、教員の人事システムの現状と課題を究明する必
要がある。
このためには都道府県・政令市の事例研究が不可欠である。なぜならば、任
免権をもつ都道府県・政令市教育委員会（以下、教委と略す）がそれぞれデザ
インした人事制度と、それを前提とした女性教員のキャリア意識や行動によっ
て学校管理職になるまでのプロセスに違いが生まれるからである。たとえ２つ
の県の女性管理職の割合が同じであろうとも、その数値に至るまでのプロセス
は大幅に異なることも当然あり得る。このことから、男女共同参画社会の実現
に資する知見を生み出すためには事例研究を着実に蓄積することが欠かせない
のである。
本稿は上記を踏まえＡ県の事例研究を行う。Ａ県の人口規模は４７都道府県
のうち３０位以下の小規模自治体である。一方、面積は４７都道府県のうちの中
間の位置にあり、人口密度の低い自治体である。平成２５年学校基本調査の結
果によれば、Ａ県の公立小学校は３０２校であり、そのうち、へき地校等指定学
校数は５８校である。
Ａ県の選定理由は以下による。第１に高い女性管理職率である。グラフ１の
ように、Ａ県公立小学校の女性校長・教頭の割合は急激な高まりを見せ、平成
１７年からの女性校長の割合、平成１３年からの女性教頭の割合は全国上位５位
に入った４。事例研究を通じＡ県が高い女性管理職率を実現し、そして維持で
きた要因を明らかにできよう。第２に、女性管理職率の減少傾向である。上記
の通り政府は３０％を目標値として掲げているが、近年Ａ県では公立小学校の
グラフ１ Ａ県公立小学校女性管理職の割合の変化
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女性管理職の割合が低下し、３０％を下回る状況にある。全国的に見てもこの
ような増減を示す都道府県・政令市は少なく、Ａ県は興味深い事例である。事
例研究を通じ女性管理職率が低下する要因をも明らかにすることができる。
Ⅱ．分析の枠組み
これまでの学校管理職任用に関する研究では、管理職選考試験や人事方針と
いった任用に関する制度か、任用される教員のキャリアのいずれかに焦点があ
てられてきた。前者については、任免権をもつ教委の行動に注目してきた教育
行政学の研究が挙げられる。代表的な研究として、教職員人事担当者に対する
全国調査から管理職の選考方法、制度の運用の県間差を明らかにしたもの（元
兼２００１）、教員の年齢構成や地理的・人口的条件といった環境要因、昇進試験
等の人事施策面の要因が管理職への昇進に影響を及ぼすことを解明したもの
（川上２００６）等がある。一方、後者については、教員個人のライフコースに
注目してきた教育社会学の研究が挙げられ、代表的な研究として教員のキャリ
ア形成における優れた先輩や指導者との出会いや研修経験、主任経験といった
契機の重要性を指摘したものがある（山２００２）。
上記の研究に対して、筆者は「学校管理職の任用が、任用に関する制度と管
理職を志向する個人という二つの要素の相互関係によって実現するシステム」
であり、「任用までの昇任プロセスにおける制度の運用実態と教員個人のキャ
リア発達の両者を一体として検討する研究スタイル」が必要であることを指摘
している（楊２０１０，p．１７６）。また、この研究スタイルを通じ、女性教員の管
理職への昇任の阻害要因は校務分掌制度にあることを明らかにした。しかし、
この研究は政令市を調査対象としたため、教員の人事異動制度の運用、特にへ
き地校の多い自治体の広域人事異動の影響が看過されている。この点を踏まえ、
図１の分析枠組みを構築した。
この枠組みは、管理職候補者の確保・拡大の時期である中堅教員期の女性教
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員の昇任プロセスが、「管理職任用制度」及び「教員のキャリア形成の契機」
という２つのファクターにより規定されており、前者は「システム内在的差
別」５として女性教員に排除的に機能する可能性があり、後者は「個人の選好」、
「家庭状況」等の教員個人の問題により管理職へのキャリア意識の向上が図れ
ない可能性があることを示している。それぞれのファクターについて以下説明
を行う。
まず「管理職任用制度」は女性教員の昇任プロセスを規定する制度的なファ
クターであり、これは主に「登用促進政策」と「管理職選考試験制度」という
形で現れる。資質能力を備えた女性教員を積極的に管理職として登用する「登
用促進政策」は任命権者の女性管理職登用の姿勢を如実に示す。もし「表面上
では男女に関係なく能力のある人材を登用する姿勢を示す一方、女性教員の能
力が欠如しているという意識を持つ」（池木１９８８，p．１６４）ことがあれば、そ
れは女性教員の昇任プロセスの阻害要因になる。
また、任用の公平性を担保するため教育委員会が設定している「管理職選考
試験制度」については、神奈川県を除く全国都道府県・政令市が選考試験を実
図１ 女性教員の昇任プロセスの分析枠組み
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施しており（文部科学省２０１０）、受験資格要件は１．年齢・教職年数、２．校
長・市町村教委・教育事務所の推薦、３．職種・勤務実績（行政職や主任等
の経験、勤務校数・へき地校経験）（文部科学省２００５）に区分される。このう
ち、２、３の推薦及び職種・勤務実績は、それらの権限をもつアクターのジェ
ンダー意識に左右される面があり、女性教員の受験が抑制される可能性がある。
次に「教員のキャリア形成の契機」は、教員個人の管理職へのキャリア意識・
力量を形成させ、管理職試験の受験を促す個人内在的ファクターである。筆者
はかつて中堅教員期の研修経験、主任経験、先輩管理職・教員との出会いが学
校経営への関心を高め、また管理職試験の推薦や受験の奨励に結びつく契機と
なることを指摘している（楊２００７）。一方、女性教員によっては「生涯一教師」
を目指し自ら昇任プロセスを回避する場合や、家庭内での家事、子育て、介護
の負担のため、キャリア意識の向上が抑制される場合がある。
上記の通り、制度的ファクターの「職種・勤務実績」と個人内在的ファクター
の「主任経験、研修経験、へき地校への異動等の経験」とは重なり合う記述が
ある。これはつまり、制度的ファクターと個人内在的ファクターは重なり合い
ながら女性教員の管理職への昇任プロセスに影響を与えていることを示唆して
いる。したがって、図１では双方のファクターの円を重なるように描いている。
本研究は以上の枠組みに基づき、分析を行う。
Ⅲ．Ａ県の管理職任用制度の実態
本節ではＡ県の管理職任用制度のこれまでの変化と現状を説明する。筆者は
平成２６年８月４日にＡ県教委にて教職員人事担当者２名へインタビュー調査
を実施した。以下、インタビュー調査の結果と資料を用いてＡ県の制度を概観
する。
まず、Ａ県の教職員人事は「Ａ県公立学校教職員人事異動方針」に従い実施
されている。義務教育諸学校の転任については、「年齢・性別・免許等を考慮
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して、教職員構成の適正、公正な人事を行う」こと等が示されている。また、
この人事方針のもとにより具体化した人事計画も策定している。計画は平成１９
年から平成の大合併、少子化、学校統廃合を契機に、表１の通り変化した。へ
き地校の多いＡ県はもともと出身市町村・教育事務所に配慮した人事を行って
いたが、新計画では、より広い地域への異動が必要となり、特に管理職の場合、
教員以上に広域での異動が求められている。
次に、Ａ県の管理職選考試験制度についてである。平成２０年にＡ県では人
事をめぐる不祥事が起こり、これにより教職員人事の全般的な改革が行われた。
以下、改革前後の管理職選考試験制度の変化を述べていく。平成２６年現在、
Ａ県では管理職試験の受験申請は自己申告によってなされ、受験資格を有する
ならば誰でも管理職試験の受験が可能である。校長選考試験の受験資格は、４８
歳以上の者で、小・中学校教諭の専修免許状所有者又は一種免許状所有者で過
去５年以上教育に関する職にある者、または過去１０年以上教育に関する職に
ある者である。教頭選考試験の受験資格は、４５歳以上の者で、教諭の専修免
許所有者又は一種免許状所有者、または過去５年以上教育に関する職にある者
である。これは改革前の受験資格と同様である。
選考方法は表２の通りである。改革前の管理職試験では第一次選考は推薦に
よるものであった。改革後は筆記試験、面接試験等を明確に点数化し、また人
事評価の結果を利用することとなった。
改革前後の選考基準は表３の通りである。改革後は、校長・市町村教委教育
長等による推薦制度がなくなり、また、「全県的視野に立って赴任できる者」
から「県内のどこにでも赴任できる者」への変更がなされた。改革前は全県的
視野に立って赴任できる者が求められるとはいえ、実際には出身市町村内での
異動がほとんどであったが、新たな人事制度が実施されてから、新任管理職で
も他の市町村や遠方への異動がなされるようになった。Ａ県ではここで初めて
広域人事がスタートした。
女性管理職の登用促進政策はこれまでなかった。しかし一方、Ａ県は管理職
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公立小・中学校教職員人事計画（昭
和４０年教育委員会議決）昭和５１年最
終改正
公立小・中学校教職員人事計画（平
成１８年５月１０日教育委員会議決）
新 採 用 出身地外旧市町村 ３年 全県的視野に立った配置 ３年
教 職 員
出身旧市町村 １５年（同一学校 ６
年）
勤務拠点（１）の人事地域（２）１２年（同一
学校６年）
他の人事地域（地域間異動）３年
管 理 職 出身教育事務所管内の旧市町村 全県的視野に立った配置
改革前の管理職試験の選考方法 改革後の管理職試験の選考方法
校
長
 第一次：市町村立小・中学校教職
員、市町村教育委員会事務局職員等
については、 管轄教育事務所長が
教育事務所単位に出願書類、勤務状
況等をもとに、 市町村教育委員会
と協議の上 、受験者を選考し、県
教育庁義務教育課に 推薦する 。
 第二次：教育事務所長が推薦した
者に対して、県教育委員会教育長が
書類、筆記試験・論文試験及び面接
試験により選考する。
 第１次試験 ４００点
①面接Ⅰ（集団討論）１００点
②人事評価等の結果 ３００点
 第２次試験 ３００点
①面接Ⅱ（個人面接）２００点
②管轄の教育事務所長等による評価
１００点
 採用候補者名簿
教
頭
 第一次：市町村立小・中学校教職
員、市町村教育委員会事務局職員等
については、 管轄教育事務所長が
教育事務所単位に出願書類、勤務状
況及び筆記・論文試験等をもとに
市町村教育委員会と協議の上 、受
験者を選考し、県教育庁義務教育課
に 推薦する 。
 第二次：教育事務所長が推薦した
者に対して、県教育委員会教育長が
面接試験 を実施し、出願書類、筆
記・論文試験及び面接試験の結果等
に基づいて総合的に選考する。
 第１次試験 ４００点
①筆記試験 １００点
②人事評価等の結果 ３００点
 第２次試験 ３００点
①面接 ２００点
②管轄の教育事務所長等による評価
１００点
 採用候補者名簿
表１ 新旧のＡ県公立小・中学校教職員人事計画
注：勤務拠点は当該職員の勤務の拠点となる人事地域をいう。
人事地域は合併市等を単位とする地域をいう。
表２ 改革前後の管理職試験の選考方法
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候補者不足の時期があり、教委として男女関わらず受験を勧めたという。グラ
フ２～６は平成元年以降の６年おきの教員年齢構成のグラフである。平成７年
から中堅教員層の数が減少しており、管理職候補者不足の時期に入ったことが
わかる。この時期はグラフ１で示したＡ県の女性管理職率が高くなった時期と
改革前の管理職選考基準（平成２０年まで） 改革後の管理職選考基準（平成２１年以降）
校
長
 心身ともに健康で教育的識見に富
み、学校経営管理の手腕を有する者
 指導力、統率力に富み、教育実績
を挙げている者
 校長・市町村教育委員会教育長
等の推薦する者
 全県的視野に立って赴任できる
者
 へき地校経験を尊重する。
 優れた識見と教育改革・学校改革
に対する確かな理念を有しているこ
と。
 指導力に富み、マネジメント能力
に秀でていること。
 具体的な学校経営ビジョンを有し
ていること。
 現に教頭又は教育委員会事務局勤
務者等として、優れた勤務実績を上
げていること。
 県内のどこにでも赴任できる者。
 減給以上の懲戒処分を受けた者で、
当該処分の日から５年を経過しない
者については、最終選考委員会にお
いて校長の適格性があると認められ
た者であること。
教
頭
 心身ともに健康で教育的識見に富
み、学校経営全般にわたって教頭の
職務の遂行に必要な能力を有する者
 指導力、統率力に富み、教育実績
を挙げている者
 校長・市町村教育委員会教育長
等の推薦する者
 全県的視野に立って赴任できる
者
 へき地校経験を尊重する。
 豊かな知識・経験と教育改革・学
校改革に対する確かな理念を有して
いること。
 実践力、指導力に富み、マネジメ
ント能力を有していること。
 学校経営ビジョンを実現するため
に必要な責任感、企画力を有するこ
と。
 現に教諭又は教育委員会事務局勤
務者等として、優れた勤務実績を上
げていること。
 県内のどこにでも赴任できる者。
 減給以上の懲戒処分を受けた者で、
当該処分の日から５年を経過しない
者については、最終選考委員会にお
いて教頭の適格性があると認められ
た者であること。
表３ 管理職人事改革前後の管理職選考基準
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重なる。しかし、平成１３年からは中堅教員層の数が多くなり、管理職になり
にくい時期に入った。さらに、Ａ県の公立小学校数は平成元年から平成２５年
までの間に１００校以上減っている。これは管理職の必要な数も減少することを
意味する。つまり、平成１３年以降、管理職の需給関係が変化し、徐々に管理
職になりにくくなっていったのである。
グラフ６ 平成２５年度教員年齢構成
グラフ４ 平成１３年度教員年齢構成 グラフ５ 平成１９年度教員年齢構成
グラフ２ 平成元年度教員年齢構成 グラフ３ 平成７年度教員年齢構成
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Ⅳ．女性教員の管理職へのキャリア形成の実態
１．調査の概要とインタビュー結果
女性校長のキャリア形成の過程を明らかにするために、筆者はＡ県公立学校
の４人の校長に調査依頼書を送付し、許可を得た上で、平成２６年８月から１０
月にかけて各学校でインタビュー調査を実施した。記録は筆記の他、ICレコー
ダーを用いた。インタビューでは対象者の今までの教職生活の経験、家庭での
家事・育児等の分担、学校経営に対する考え等を自由に語ってもらった。以下
では、Ａ～Ｄ４氏の語りをまとめる。語りの中で異動した学校については「氏
名＋異動回数」で表記した。なお、Ａ～Ｃ氏は小学校教員として、Ｄ氏は中学
校教員としてキャリアを重ねている。
（１）Ａ校長
昭和３４年、２０歳のＡ氏は短期大学を卒業しＡ①に赴任した。「当時宿直室が
あって、男性教員は夜学校に泊まることがあった。私は夏休み中、宿直室のお
布団の縫い替えをさせられた。このような雑用当時男性教員はしない。お茶く
みとかも、全部女性教員がしていた。」と昭和３０年代の男女の不平等を語った。
Ａ①の時に結婚し、翌年第一子を出産した。その後、ある郡内の４小学校を回
り、Ａ②とＡ④の時に第二子と第三子を出産した。隣の市へ異動したＡ氏は１２
年間その市の小学校を回り、Ａ⑥の際に第四子を出産した。そしてその後も郡
内のＡ⑨に異動した。「Ａ⑨の校長は女性であった。クラスの子どもの指導と
か、学校経営のこととか、いろんなことを教えてもらった。」と語っている。
３年後、郡内自治体の教育長の依頼でＡ⑩へ研究主任として赴任した。「一時
期、教頭先生が病休をとった。私は学級担任だが管理職以外で一番年上で、自
然に教頭の仕事もした。それもまた勉強になった。学校経営の仕方とか、教職
員の生かし方とか。」。しかしＡ氏は管理職になる気持ちは全くなかった。その
ため、校長から何回も管理職試験の受験を勧められたが断り続けた。「教頭先
生が学校に戻って、私は教頭先生のサポートをした。教頭先生も管理職試験の
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推薦をした。管理職試験に関することも教えてもらい、それは管理職試験の内
容そのものであった。」という。このようにＡ氏は勤務校の校長と教頭の後押
しを受け、また管理職試験の対策もしてもらっていた。
Ａ氏は勤務校校長、市町村教委教育長の推薦を受け、教頭選考試験を受験し
た。当時の選考試験は面接のみであった。翌年の平成元年に５０歳でＡ氏はＡ
⑪の教頭になった。Ａ⑪はへき地校であり教職員数が少なく、教頭として多忙
な生活を送った。Ａ⑫へ異動し、校長選考試験を受け、翌年から校長としてＡ
⑬へ赴任した。その後、２小学校を経験し、６０歳に定年退職した。
Ａ氏は教職生活の中で先輩管理職に恵まれ、育てられ、苦労をあまり感じな
かったという。一方、４人の子どもがいたが夫の母に面倒を見てもらったため、
子育ての一番大変な時期でも乗り越えられた。夫も子育て、家事等に協力した。
（２）Ｂ校長
Ｂ氏は昭和５１年、Ｂ①の教諭として教職生活を開始した。Ｂ氏は学生時代
から男女平等の教育を受けてきたため、学校の男女不平等に対して批判的な気
持ちを持っていた。「若い頃、管理職試験を受けるために、願書を書かないと
いけないが、その願書を本人に手渡ししてくれるかは校長次第であった。その
時、女性教員に願書が届かなかったという悔しい思いを先輩女性教員から聞い
た。」と当時の男女差別を語った。Ｂ①の３年目に結婚し、４年目に第一子を
出産した。「ずっと実家の近くに住み、学校からも近かったので、子ども３歳
まで母に面倒を見てもらった。保育園の時も、送り迎えも両親と兄弟の協力が
あった。」と家族の協力を語った。その後、Ｂ氏は学級経営、授業研究等に専
念した。「Ｂ⑤からＢ⑦までは一番忙しかった。研究会の世話役とか、研修会
とか・・・あらゆる役目を任されていた。」という。
Ｂ⑤の際、Ｂ氏は女性校長と出会った。「Ｂ⑤の校長は女性で、その時、私
はまだ４０歳になったばかりであったが、管理職試験を受けたら」と何度も勧
められた。だがＢ氏はそれを断り続けた。「Ｂ⑤の女性校長は女性管理職会の
会員で、後輩女性教員を育てるために、一緒に勉強会をしたそうである。私は
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管理職試験の受験を断っていたが、何度も励まされた。」と女性管理職会から
の勧めも語っている。「４５歳頃になると、自分の学校の先輩たちが普通に管理
職試験を受け、普通に管理職になることを見て、以前と変わったなと感じた。」
と雰囲気の変化を語った。
そして、「Ｂ⑦に１年しかいなかったが、素敵な女性教頭と出会った。この
ような管理職になりたいと思った。４７歳にまた声をかけられた時、試験を受
ける気持ちになった。」という。その後自ら勤務校校長に申し入れた。このよ
うにＢ氏は誰でも試験を受ける流れの中で、先輩女性教員の勧めと優れた管理
職との出会いから受験を決意した。夫も受験に対しては理解があったという。
４９歳で教頭としてＢ⑧に赴任した。
「今、管理職になると、必ずどこでも赴任できることになっているが、私の
場合、両親は８４歳でもとても元気で、何から何まで自分たちでやっているが、
女性教員によっては介護などで大変で、能力を持っていても管理職試験を受け
ないのが現状だ。後輩の女性教員にチャレンジしてもらいたいが、「大丈夫、
乗り越えられる」となかなか言えない。自分たちは遠方に行かなかったから」
と現行制度の課題を語った。
（３）Ｃ校長
昭和５１年、２２歳のＣ氏は２か月間臨時講師としてＣ①に赴任し、６月から
教諭になった。「１年目から研究授業をし、中堅教員たちと夜遅くまで授業研
究をしていた。」という。３年後の異動の際、へき地学校を希望し、自宅住所
から近いへき地校Ｃ②へ赴任した。へき地校を希望した理由は臨時講師から教
諭になる際、教委との約束があったからである。「一度へき地校に行くなら若
いうちがよいと思い、異動の時に第一希望で出した。」。
Ｃ②にいる６年間、国と市内の指定を受け研究授業を行うこととなり、優秀
な授業者になることを目指した。次に市中心の学力も高い大規模校Ｃ③へ異動
し、６年間、学級担任をしつつ研究授業を継続した。その後、Ｃ④に異動し、
１年目に海外研修に推薦され、半月間ヨーロッパの学校を回った。Ｃ④に戻り、
人事システムが教員のキャリアに与える影響に関する事例研究
－２８－
３８歳の時に結婚した。Ｃ④では学級担任をし、４０歳で学年主任を担当した。
４２歳の時には子どもを出産した。Ｃ⑤へ異動後、学年主任、図書館主任、研
究主任を担当した。その際には、図書館関係、研究関係の発表もしていた。６
年後、Ｃ⑥へ異動し、１年目に初任者指導、２年目には教務主任をした。「教
務主任をしていた時、良い校長と教頭に恵まれ、学校運営も楽しくやってい
た。」という。その間、Ｃ⑥の校長から、教頭選考試験の受験を強く推薦され
た。受験の前には夫と小学２年の子どもと相談し、理解と応援があったため受
験を決めた。そして５２歳で教頭としてＣ⑦に赴任した。「教頭になってから、
毎日忙しいので、夜帰るのも遅かったから、夫は料理をするようになった」と
夫からの協力を語っている。３年後、校長としてＣ⑧に赴任した。「私はこれ
まで行った学校には女性管理職がいなかった。でも、良い同僚、管理職に恵ま
れ、管理職になった。これから、自分は管理職として後輩の女性教員を応援し
たい」と女性教員の育成への意欲を語った。
（４）Ｄ校長
昭和５７年、２３歳のＤ氏はＤ①の家庭科教員として赴任した。Ｄ①の３年目
に結婚し、４年目に第１子を、７年目に第２子を出産し、Ｄ①にいる７年間の
うち２年間育休をとった。子育ては大変な時期もあったが、夫と協力し合いな
がら乗り越えた。また、夫の母にも協力を得られた。
その後、Ｄ②２年間、Ｄ③２年間、Ｄ④３年間、家庭科を教えつつ学級担任
をした。「当時Ａ県の異動ルールは新採用の地域の学校に３年いて、それから
地元の学校に帰らなければならなかったが、私の地元の学校に家庭科教員の空
きがなく、私も結婚して、新採用の学校の近くに住むようになり、地元に帰り
たくなくて、配慮してくれた」と教委による異動の配慮を語った。
Ｄ⑤に異動し、Ｄ氏は学級担任だけではなく、学年の学習指導も担当した。
また、生徒指導にも携わり学校全体を見るようになったという。「その時から、
学年主任もやってみたいと思った」と学級経営から、学校全体への関心を示し
始めた。その際、「教職の２０年に立ち、ちょうど異動の時期になった。このま
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までよいかと振り返った時、子どもとどう向き合えばよいかとかについて、もっ
と勉強したいという気持ちもあり、先輩からも声をかけられ、県教育センター
の教育相談部に研修生として不登校対応対策に関わる仕事をし始めた。」。県教
育センターの研修は２年間で、１年目はセンターの教育相談部に所属し、２年
目は市の教育相談機関に所属した。その間、多くの教員と管理職と出会い、一
緒に不登校の子どもへの対策の話し合いをした。「もっと学校現場の教員と管
理職の力になりたい、すべての不登校児に対して、うまく対応し、不登校がな
くなるようなシステムを作れないかと思い、市教育委員会青少年課へ希望を出
した。」。その後、Ｄ氏は指導主事として市教委青少年課に赴任した。それから
の６年間、不登校の関連事業をし、不登校対策のシステムを同僚と作り上げた。
「市教委にいる６年間、とてもやりがいを感じた。不登校対策システムを学校
に導入した時、うまくいく学校とうまくいかない学校があった。なぜかと思っ
た時、校長先生の姿勢だということに気付いた。自分がもし管理職になったら、
どのようにして教職員と協力し合い、どのようにすれば、学校をまとめていく
かを考えるようになった。その時、私と同じ考えの先輩女性管理職もいたので、
その先生からお励ましをもらった。」。その頃から、Ｄ氏は管理職を目指すよう
になった。市教委から異動希望先を聞かれ、市子ども教育相談センターに希望
を出したＤ氏は所長としてそこに配属された。そこでの３年間の勤務経験を積
んで、学校現場に戻る際、校長選考試験に臨んだ。
現在、Ｄ氏はＤ⑥（小学校）の校長として赴任し２年目になる。女性管理職
会に参加するようになった。「最初、どうして女性だけで会合をするか、と少
し違和感があった。しかし、入っていたら、やはり女性だからこそ、後輩に助
言できることがあり、後輩の力になることがある。子育て、介護といった家庭
事情のある女性教員は管理職試験の受験を断ることもわかった。」とＤ氏は女
性管理職会の存在とその役割を語った。Ｄ氏が校長になったのは平成２５年で
あり、Ａ県の広域人事が開始された時期である。学校現場に戻る意欲があり、
子育て、介護等の問題がないため、校長選考試験の面接試験の際、「県内のど
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こでも赴任できるか」という質問をされた時、「はい」と答えた。
２．分析
（１）【女性管理職の先駆期】―Ａ氏
Ａ氏が教職に就いた昭和３０年代は男女に関わる不平等が存在する時代で
あった。当時の推薦制度は管理職試験の受験にあたり校長が推薦したい人に願
書を渡す方式であり、その時代の推薦制度は女性教員のキャリアへの影響が非
常に大きかった。Ａ氏は先輩女性管理職、管理職になる前に勤務した学校の校
長、教頭との出会いによって管理職選考試験を受験する後押しをもらっていた。
一方、Ａ氏自身も病休の教頭の代わりとして教諭ながら教頭の仕事をやりこな
し、管理職としての能力を鍛えた。そして、女性が管理職の道を選ぶ上で欠か
せない家族の理解と子育てへの協力の存在があった。
（２）【女性管理職の拡大期】―Ｂ氏、Ｃ氏
この時期は年齢構成上、非常に管理職になりやすい時代であった。しかし、
それでも管理職を志向しなければ管理職にはならない。Ｂ氏は教職志向が強く、
管理職志向はなかった。一方、学級担任以外でも、研究会の世話、研修会の参
加等をこなし、４０代前半に女性管理職会に所属する女性管理職から管理職へ
の道を勧められた。Ｂ氏はこれを断り続けたが、先輩管理職は勉強会の誘い、
励まし、仕事上の支援を通じＢ氏と関わり続けた。さらに、勤務校の女性教頭
がＢ氏のロールモデルとなった。それらにより管理職選考試験の受験を自ら希
望した。
Ｂ氏とは異なり、Ｃ氏は管理職に至るまで女性管理職との出会いはなかった。
ロールモデルのない中、Ｃ氏は初任期から優秀な授業者を目指し、研究授業を
継続した。結婚、出産が遅かった分、教職に専念でき、優秀な教員の一人とし
て海外研修に推薦され、経験を積んだ。高齢で結婚・出産したＣ氏は、子ども
を抱えつつ、各種主任を担当し、多様な経験を積んだ。さらにその後、初任者
指導、教務主任、学校運営等の仕事を重ねることでキャリア意識を高め、同時
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に勤務校校長から管理職選考試験の受験の推薦を受けることになり、管理職の
道を歩み始めた。
Ｂ、Ｃ氏ともに家庭環境に恵まれ、理解があったことも受験の後押しになっ
ていた。
（３）【女性管理職の縮小期】―Ｄ氏
Ｄ氏は２０年間中学校教員の経験をし、その後、県教育センターと市教育相
談機関に勤務した。また、市教委指導主事として市内の学校を回り、同僚と不
登校対策システムを作り上げ、各学校に導入することで、学校全体を見るよう
になった。そしてＤ氏と同じキャリアを持つ先輩女性管理職と相談していくう
ちに、自信を持つようになり、市子ども教育相談センターへの異動希望を出し、
所長として勤務した後、学校現場に戻る意欲をもち校長選考試験に臨んだ。Ｄ
氏が校長試験を受けた平成２５年は広域人事がスタートしていたが、子育て、
介護等の負担もなく、県内のどこでも赴任するという覚悟があった。
Ⅴ．Ａ県の女性学校管理職の会
Ｂ、Ｄ氏が指摘していた女性学校管理職会とは何か。以下、会の概要を説明
する。昭和３３年、Ａ県下女性校長・教頭５人、教務主任６人で男女平等・女
性の進出・任用を取り組むために、「いずみ会」が結成された（Ａ県退職現職
女性教育管理職等の会２００９）。いずみの沸くごとく絶えることなく後輩が生ま
れるようにとの思いで名付けたそうである。当時、「いずみ会」の女性管理職
は県教組の女性部とともに女性の進出・任用のために、県教委、市町村教委、
組合にお願いしにいき、「足で稼いてきた」という。また、互いに文章や電話
などで連絡をして、学校経営の研修会、後輩の女性管理職進出への取組を進め
た。さらに、管理職試験を受ける女性教員を自宅まで招聘し、勉強会をしてい
た６。
現在、「いずみ会」は退職と現職女性校長・教頭によって構成される。総会
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と地区毎の会があり、女性管理職の進出についても話し合いをしている。各地
区、市町村の女性管理職たちは管理職候補者の女性教員との話し合いをするな
ど、地道な活動を行っている。介護のため、管理職試験の受験を拒否し続けた
女性教員にも勧誘を続け、今年、その女性教員は管理職になったという７。
一方、Ａ県には現職女性管理職を中心とする「公立学校等女性管理職研究協
議会」も存在し、「義務教育の充実・発展と女性管理職の育成並びに、女性教
員に活動の場を保障し、女性教員の資質と地位の向上を目指し、たゆみない研
修と実践を重ねてきた」という（Ａ県公立学校等女性管理職研究協議会２０１４，
p．６）。
平成２６年度の研究主題は２つあり、「１．当面する教育諸課題の解決に向け
て、管理職として力量をどう高めていくか、２．真の男女共同参画社会の形
成に向けて女性管理職はどうあればよいか」である。とくに２番目の研究主題
の設定背景は以下による。
「本年度の県下における女性管理職は１５５名と、前年度より１７名も減少して
いる。…少子化等のため県下各地で統廃合が進み、学校数が減少してきている
中で、女性管理職の登用は年々減少傾向にある。また、教育現場に課せられた
課題の厳しさ、広域人事、家庭の問題等、直面せざるをえない問題が多い中で、
管理職を目指す女性教職員が減少傾向にある。管理職をめざす女性教職員の育
成に取り組んでいくことが喫緊の課題である」（Ａ県公立学校等女性管理職研
究協議会２０１４，p．６）。
このため、研究協議会では、Ａ県の各ブロックで行政に働きかけながら、女
性管理職の育成に向けての組織的な研修等を進め、また、現職としてモチベー
ションを高く持ち、職能意識を高め、生き生きと学校経営を行っている姿勢を
見せることにしている８。
Ａ県が推薦制度を採用していた時代は校長、市町村教委教育長、県教委教育
長の裁量が大きいため、女性管理職会の管理職は各教委に行き、教育長を説得
した。また、優れた女性教員を呼んで受験を勧め、勉強会を開いた。このよう
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な働きかけにより、当初断った女性教員もやがて管理職試験を受けるように
なったという。
Ⅵ．結論
Ａ県の県教育委員会の教職員人事担当者へのインタビュー調査、公立学校の
女性管理職へのインタビュー調査を通じて、Ａ県学校管理職任用制度とその変
化を概観した。その上で、女性教員が管理職を目指したプロセス及び女性学校
管理職会の役割を分析した。Ａ県が高い女性管理職率である一方、近年減少傾
向にある要因は以下の３点にまとめられる。
第１に、推薦制度の影響である。Ａ～Ｄの校長たちは教員期においていずれ
も管理職志向はなく、主任等の学校全体を見渡す職を与えられることにより
徐々に管理職志向をもつようになった。しかし、先駆期においては推薦権を持
つ学校長、市町村教育長の姿勢が受験の可否に直結する厳格な推薦制度があり、
推薦権を持つ者が「女性教員は学校管理職に向かない」というようなジェンダー
意識があれば受験さえできなかった。優秀な人材を推薦するはずの推薦制度が
人事システムにおける「システム内在的差別」を生んでおり、当然ながら女性
管理職率は低くなった。その後、管理職候補者の少なさゆえに誰もが受験する
ようになり推薦制度の影響が弱まった結果、拡大期が到来することになった。
この点、年齢構成の偏りがないまま制度が存続すればその影響は継続していた
可能性が高い。
第２に、異動制度の影響である。拡大期において女性教員が受験する選択を
行えたのは、家庭の理解が得られたことと同時に、異動範囲が狭い地域に限ら
れていたため負担が少なかったことによる。しかし、平成２０年前後から管理
職候補者、学校統廃合件数の増加と同時に、人事計画、管理職選考基準が刷新
され、広域人事がなされるようになった。これにより子育てや介護等の負担を
抱えている女性教員は「受験することができない」という判断をするようにな
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り、縮小期が生み出されることになった。つまり、推薦制度がなくなり、自由
に管理職試験を受けられる制度になったが、「県内のどこでも赴任できる」と
いう広域人事により「システム内在的差別」が生まれたのである。広域人事は
異動の平等さをもたらすものであるが、個別事情を踏まえないことにより、管
理職を目指す上での障害となっている。
第３に、女性教員の管理職試験の受験を支える２つの女性学校管理職会の影
響である。たとえ女性教員が主任等の職に就き、学校管理職への魅力を感じた
としても、学校管理職としての力を認め、励まし、伸ばす後押しがなければ受
験には結びつきにくい。女性学校管理職会はその機会を積極的に作り、後輩を
育成していた。また、女性学校管理職会は積極的に県・市町村教委、校長に対
する働きかけを行っていた。推薦制度が「システム内在的差別」として阻害要
因となっていた時代にも、足で稼ぐことによってそれに対抗していたのである。
この会がＡ県における高い女性管理職率を下支えしていたと言って過言ではな
い。ただし、女性学校管理職会の影響の限界も指摘せねばならない。推薦制度
のように女性教員の受験を阻害するアクターが明確な場合は足で稼げたものの、
異動制度の変更により女性教員個人が抱える問題がより鮮明に表出し、受験を
鈍らせている現状に対してはクリティカルな対策を打ち出しにくい。
以上の点から、学校管理職任用システムの設計に対し、次の２点の政策的示
唆を与えることができよう。第１に、広域人事の問題である。子育てや介護の
負担を女性が多く担う現状では、広域人事は明らかに女性教員に不利に働く。
これらの負担に制度設計者は正面から向き合い、いわば負担に応じた管理職任
用のあり方を模索せねばならない。第２に、学校管理職任用システムにおいて
子育てや介護の課題は避けて通れない。男女のどちらがそれらを負担するかで
はなく、どちらも負担を減らせるかについて根本的な制度設計を考えねばなら
ない。これは教職員の任命権者はもちろん、首長の判断ともつながってこよう。
以下では、今後の課題について指摘する。
本研究では、首長部局（知事、男女共同参画課、男女共同参画審議会）への
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調査を行っておらず、首長部局と教委の間の意思疎通状況や、首長部局からの
圧力の存在が不明である。男女共同参画社会の実現を目指す今日、自治体が策
定した「男女共同参画基本計画」がいかなる効果を持ち得ているのか、今後の
課題としたい。
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A Case Study of Influences of Personnel System
on Teachers' Career
Yang Chuan
英文摘要：
The purpose of this paper is to explore the current conditions and problems
with the appointment system of school leaders, based on a case study of a prefec-
ture where I have examined the promotion process of woman teachers who finally
reached the administrative position.
First, I analyzed the current situation of the appointment system of adminis-
trative leaders at school and the school leader examinations. Next, through inter-
views with some woman leaders in school, I obtained some data on how woman
teachers overcome their difficulties. Then, the systemic discrimination and im-
provement measure for it have been considered.
Three findings were obtained through these analyses.
First, I have pointed out that the system of school leader’s recommendation
that is required to take the school leader examinations works against woman teach-
ers because of the school leaders’ unfair gender-consciousness.
Second, I have made it clear that the current system of teacher’s personnel re-
assignment works against woman teachers who aim at the administrative position.
In the former system, school leaders were demanded to reassign in their narrow
hometown areas. In the current system, however, school leaders are demanded to
reassign in broader areas. Thus, for woman teachers who have a lot of domestic af-
fairs to do, this change means impossibility of taking the school leader examina-
tions.
Third, The Association of Woman Administrative Leaders plays the role of
maintaining a prefecture’s higher rate of female administrative position. Thanks to
the existence of such an association, talented woman teachers can get advice, sup-
port and recommendation of taking the school leader examinations.
人事システムが教員のキャリアに与える影響に関する事例研究
－３８－
Taking these aspects into account, I’d like to suggest that to produce excellent
school leaders, a lot more consideration to individual conditions should be taken
when appointment system are prepared.
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